
令和７年度つがる市地域農業再生協議会水田収益力強化ビジョン 

１ 地域の作物作付の現状、地域が抱える課題  

本市の令和６年現在の水田面積は１１，４１１ha で、その内の６割以上に当たるおよ

そ７，６００ha で主食用が作付けされている基幹産業となっており、災害が少ない恵ま

れた気候風土の下で、多彩な農産物が生産されており、なかでも、米･メロン･スイカ・り

んご・トマト・長いも・ねぎ・ごぼうの８品目は「つがるブランド農産物」として、市場

からも高い評価を得ています。しかし、農業従事者の高齢化や人口減少、さらには、都市

部への若者の流出により、農業就業人口は平成１７年から令和２年の１５年間で４７％

（１，９７２人）が減少し、また、主な農業従事者も平成１７年から令和２年の１５年間

で１９％（９２４人）減少となっており、本市においても農業の担い手不足や高齢化が進

行している現状である。 

令和７年産の主食用米においては、米の需給バランスについて見通しがつかないことか

ら、主食用米以外の生産・販売等に対しても、需要に応じた取組が必要となる。 

 

２ 高収益作物の導入や転換作物の付加価値の向上等による収益力強化 
に向けた産地としての取組方針・目標 

地域の作物振興である水田収益力強化ビジョンに基づき、高付加価値化や低コスト化を

図りながら特色ある産地品を創るため、地域の裁量で活用可能な産地交付金により、産地

作りに向けた取組を支援していく。特に、飼料用米の多収品種に対する支援措置の撤廃は

生産者の中長期計画を阻害し、営農意欲の低下を招くことから、継続支援をしていく必要

がある。 

また、農業を持続的に発展させるためには、専業農家をはじめ、意欲ある農業者が収益

を確保できる農業を実現していくことが重要となり、そのためには担い手確保や育成、農

地の流動化や集積化による経営の安定化と同時に、水田活用等の交付金等を最大限活用し、

引き続き、主食用以外の作付定着に向けた取組を行う必要がある。 

また、消費者ニーズの変化等、環境変化を見据えながら当市の夏季冷涼な気象条件等を

加味した収益性の高い野菜への転換やブロックローテーションによる大豆・麦の生産性向

上を図る。 

 

３ 畑地化を含めた水田の有効利用に向けた産地としての取組方針・目標  

水田を有効活用するため、農業従事者の高齢化等により管理できなくなった水田につい

ては、農地集積･担い手育成･適地適作の推進等の取組を行う必要があり、人･農地プラン及                                                                                                                                                                                                                                                                      

び中間管理機構制度を活用しながら農地集積率を高め、効率的な営農体系を構築する必要

がある。 

また、水稲を数年間作付けしておらず、今後も水稲が作付される見込みがない畑作物の

作付が定着している水田については、畑地化を推進する。 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

４ 作物ごとの取組方針等  

（１）主食用米 
主食用米の需要が毎年減少する中、売れる米作りの徹底によって米の主産地として 

地位を確保し、前年の需要動向や集荷業者等の意向を勘案しながら、主食用の生産を 

行う。 

また、長期に渡る安定した需要の確保に向け、需要者との複数年の出荷契約等の事 

前契約を推進する。 

 

（２）備蓄米 

備蓄米は、作付前に米価が確定し、且つ、毎年安定した需給が見込まれ生産者の経 

営判断に有利なことからＪＡや集荷業者と連携し数量を維持していく。 

 ※備蓄米については、令和７年産の備蓄米に関する政府買い入れの動向を踏まえ、

主食用米及び非主食用米等へ変更する場合がある。 

 

（３）非主食用米 

   適地適作を踏まえた需要に応じた生産に向け、さらなる作付推進を強化する。 

   また、水田活用・畑作関係事業を最大限活用し、主食用米以外の作付の定着化に向け 

    た取組を進めていく。 

 

ア 飼料用米 

飼料用米の主食用品種においては、令和６年産から８年産にかけて支援単価が段階 

的に引き下げられることから、専用（多収）品種の計画的な作付をすすめる。 

また、県設定の産地交付金による支援を活用し、取組面積を維持する。 

 

    イ 米粉用米 

      新品種「あおもりっこ」について、関係団体との情報交換を行い、米粉用米の安定

生産と取組の拡大を図る。 

 

  ウ 新市場開拓用米 

新市場開拓用米においては、国内市場の縮小が進む中、新たな販路として有望であ

ることから、省力・低コスト技術の導入、また、県設定の産地交付金による支援を活

用し、取組の拡大を図る。 

 

  エ WCS用稲 

ＷＣＳ用稲は、畜産農家と一定の結びつきがあることから、現在の作付面積の品質

向上を図るとともに、需要の推進を図り取組の拡大を目指す。 

 

  オ 加工用米 

需要者との結びつきを強化し、低コスト化の推進を図る。また、県設定の産地交付

金による支援を活用し、安定した生産を目指す。 

 

 

 



 

 

（４）  麦、大豆、飼料作物 

ア 麦 

 麦は、地域設定の産地交付金を活用した担い手への土地利用集積による低コスト化

に加えて、排水対策などの基本技術の励行による、高品質・安定生産を図る。 

  また、取組を拡大するために、団地化や農業技術の導入による生産性を高める取組

を推進する。 

 

  イ 大豆 

    大豆は、地域設定の産地交付金を活用した担い手への土地利用集積による低コスト

化に加えて、田畑転換や排水対策などの基本技術の励行による、増収・品質向上に努

めるなど、より生産性を高める取組を図り作付面積の拡大を図る。 

また、地域における水稲の作付意向により、畑地化促進事業の活用支援または、ブ 

ロックローテーションを促し、継続的な拡大を図る。 

ウ 飼料作物 

飼料作物は、地域設定の産地交付金を活用した担い手への土地利用による低コスト

化に加えて、暗渠や弾丸暗渠等の排水対策により、増収・品質向上に努めるなど生産

性を高め、さらに、飼料作物を作付する水田に牛を放牧することにより、水田を有効

活用すると共に、飼料自給率の向上に寄与する取組を推進する。 

 

（５）そば・なたね 

取組なし。 

 

 （６）地力増進作物 

   取組なし。 

 

（７）高収益作物 

高収益作物は、地域設定の産地交付金の支援を活用し、野菜等高収益作物の生産意

欲を高め、取組面積の拡大を図る。 

また、地産・地消の推進を図るため、産直施設、スーパーの産直コーナー等におけ

る品揃えの拡充により生産維持を図り、特に労働生産性が高い子実用トウモロコシは

生産者にとって作付転換の選択肢が広がるため、周知を行い取組を推進する。 

 

５ 作物ごとの作付予定面積等 ～７ 産地交付金の活用方法の概要  

別紙のとおり 
 

  


